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答  申  

 

 審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以

下「法」という。）２４条３項の規定に基づく保護申請却下処分の取

消しを求める審査請求について、審査庁から諮問があったので、次の

とおり答申する。  

 

第１ 審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２ 審査請求の趣旨  

   本件審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」と

いう。）が、請求人に対し、平成２９年６月１２日付けで行った

法２４条３項の規定に基づく保護申請却下処分（以下「本件処分」

という。）の取消しを求めるものである。  

 

第３ 請求人の主張の要旨  

   請求人は、本件処分の違法性又は不当性を主張し、その理由と

して、「生活保護基準（介護扶助）の実質的引き下げで憲法２５

条による生存権を侵害され」たこと、「介護扶助の取消しはおか

しい」ことを挙げている。  

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項に

より、棄却すべきである。 
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第５ 調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年 月 日  審 議 経 過  

平成２９年１０月１２日  諮問  

平成２９年１１月２８日  審議（第１５回第３部会）  

平成２９年１２月２２日  審議（第１６回第３部会）  

 

第６ 審査会の判断の理由 

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

 １ 法令等の定め 

  ⑴  法４条１項は、保護は、生活に困窮する者が、その利用し得

る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維

持のために活用することを要件として行われると定め、法８条

１項は、保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要

保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満

たすことのできない不足分を補う程度において行うものとする

と定める。 

  ⑵  法１０条は、保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を

定めるものとすると定める。 

  ⑶  法２４条１項は、保護の開始を申請する者は、厚生労働省令

で定めるところにより、要保護者の氏名及び住所又は居所その

他必要な事項を記載した申請書を保護の実施機関に提出しなけ

ればならないと定め、同条２項は、前項の申請書には、要保護

者の保護の要否、種類、程度及び方法を決定するために必要な

資料を添付しなければならないと定める。そして、同条３項は、

保護の実施機関は、保護の開始の申請があったときは、保護の

要否、種類、程度及び方法を決定し、申請者に対して、書面を
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もって、これを通知しなければならないと定める。 

  ⑷  「生活保護法による保護の基準」（昭和３８年４月１日付厚

生省告示第１５８号。以下「保護基準」という。）は、法８条

１項の規定にいう要保護者の需要について、次のように定める。 

   ア  保護基準別表第１・１・⑵は、基準生活費について、世帯

を単位として算定するものとし、その額は、次の算式により

算定した額とし、その額に１０円未満の端数が生じたときは、

当該端数を１０円に切り上げるものとする。また、１２月の

基準生活費の額は、次の算式により算定した額に以下の期末

一時扶助費の表に定める額を加えた額とする。 

      Ａ×０/３＋Ｂ×３/３＋Ｃ 

     算式の符号 

    Ａ  第１類の表に定める個人別の基準額①を合算した額に以

下の逓減率の表に定める世帯構成員の数に応じた率①を乗

じた額と第２類の表に定める基準額①の合計額 

    Ｂ  第１類の表に定める個人別の基準額②を合算した額に以

下の逓減率の表に定める世帯構成員の数に応じた率②を乗

じた額と第２類の表に定める基準額②の合計額（ただし、

当該合計額が、Ａで算定した額に０．９を乗じて得た額よ

り少ない場合は、Ａで算定した額に０．９を乗じて得た額

とする。） 

    Ｃ 第２類の表に定める地区別冬季加算額 

   イ  保護基準別表第１・１・⑴は、上記基準額①及び②を地域

の級地に応じて定めるとし、別表第９・１・⑴は、請求人の

居住する○○区は、１級地－１に該当するものと定める。 

     そして、第１類の表に定める個人別の基準額①は、請求人

及び妻にあってはそれぞれ３９，２９０円（４１～５９歳）、

長男にあっては４３，３００円（１２～１９歳）であり、逓
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減率の表に定める世帯構成員の数（３人）に応じた率①は、

１．００００である。 

     なお、第１類の表に定める個人別の基準額②は、請求人及

び妻にあってはそれぞれ３９，３６０円（４１～５９歳）、長

男にあっては３９，１７０円（１２～１９歳）であり、逓減

率の表に定める世帯構成員の数（３人）に応じた率②は、０．

８３５０である。 

     ま た、第２類の表に定める基準額①は、５４，８４０円

（世帯人員３人）であり、第２類の表に定める基準額②は、

５９，１７０円（世帯人員３人）である。 

   ウ  保護基準別表第３・１は、家賃、間代、地代等に係る住宅

扶助の基準額について、１級地では月額１３，０００円以内

と定め、同・２は、当該費用がこの基準額を超えるときは、

都道府県又は地方自治法２５２条の１９第１項の指定都市若

しくは同法２５２条の２２第１項の中核市ごとに、厚生労働

大臣が別に定める額の範囲内の額とすると定めている。  

     そして、「保護基準に基づき厚生労働大臣が別に定める住

宅扶助（家賃・間代等）の限度額の認定について（通知）」

（平成２７年４月１４日付社援発０４１４第９号厚生労働省

社会･援護局長通知。以下「限度額通知」という。）は、東京

都における１級地の限度額（世帯人員３人）は、月額６９，

８００円（以下「本件限度額」という。）と定めている。  

   エ  保護基準別表第４は、医療扶助の基準について、次のよう

に定める。 

    ①  指定医療機関等において診療を受ける場合の費用として、

生活保護法５２条の規定による診療方針及び診療報酬に基

づきその者の診療に必要な最小限度の額 

    ②  上記①を除く薬剤又は治療材料に係る費用について、月
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額２５，０００円以内の額 

  ⑸  「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年

４月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知。以下「次

官通知」という。）第１０は、「保護の要否及び程度は、原則と

して、当該世帯につき認定した最低生活費と次官通知第８によ

って認定した収入（以下「収入充当額」という。）との対比によ

って決定すること。」と定めているところ、次官通知第８・３・

⑴・アは、勤労（被用）収入について定めており、官公署、会

社、工場、商店等に常用で勤務し、又は日雇その他により勤労

収入を得ている者については、基本給、勤務地手当、家族手当

及び超過勤務手当等の収入総額を認定すること（同・(ｱ)）、勤

労収入を得るための必要経費としては、⑷によるほか、社会保

険料、所得税、労働組合費、通勤費等の実費の額を認定するこ

と（同・(ｲ)）と定めている。 

  ⑹  「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年

４月１日付厚生省社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下

「局長通知」という。）第１０・２・⑴は、保護の要否の判定

は原則としてその判定を行う日の属する月までの３箇月間を平

均して得られる収入充当額に基づいて行うこととすると定める。  

  ⑺  「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭

和３８年４月１日付社保第３４号厚生省社会局保護課長通知。

以下「課長通知」という。）１０・問４・答は、当該世帯につ

き認定する最低生活費の具体的な費目について、保護基準別表

第１の生活扶助基準、同別表第２の教育扶助基準、同別表第３

の住宅扶助基準、同別表第４の医療扶助基準、同別表第５の介

護扶助基準、同別表第６の出産扶助基準及び同別表第８の葬祭

扶助基準を挙げる。  

    また、課長通知第１０・問５・答は、保護開始時の要否判定
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を行う際の必要経費の認定について、次官通知第８の３により、

勤労（被用）収入等、収入の種類ごとに定められた当該収入を

得るための必要経費の実費及び同第８の３の⑸その他の必要経

費のうち、ア、イ、オに掲げる費用の実費並びに勤労に伴う必

要経費として局長通知第１０の２の⑴に定める別表２に定める

額（なお、世帯員が２人以上就労している場合には、それぞれ

の額の総額となる。以下「別表控除」という。）を認定するも

のであると定めている。 

    なお、上記局長通知別表２によれば、１級地において、世帯

員１人が収入を得ている場合、収入金額が月額２３２，０００

円以上の者に対して必要経費として認められる額は、月額２２，

７６０円である。 

  ⑻  生活保護制度の具体的な運用・取扱いについて問答形式によ

り明らかにする「生活保護問答集について」（平成２１年３月

３１日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡。以下「問

答集」という。）第１０・１・１は、保護の要否及び程度の決

定について、「収入にしろ最低生活費にしろ月によって臨時的

な要素等による変動が予想されるところである。（中略）保護

の要否の判定すなわち保護を要する程度に生活が困窮している

か否かの判断は、こうした月々の変動をある程度の期間を通じ

て平均化して判断することが必要となる。」とする。 

 ２ 以上の法令等の定めを基に、本件処分について検討する。 

  ⑴ 請求人ら世帯の最低生活費について 

   ア  上記１・⑺によれば、請求人らの最低生活費は、基準生活

費、住宅扶助費及び医療扶助費から構成されるものと思料さ

れる。 

   イ  そこで、まず、請求人らの基準生活費について、上記１・

⑷・アの基準を適用すると、第１類の基準額①の世帯合計額



 

 7  

を逓減率の表に定める率①を乗じて得た額と第２類の表の基

準額①との合計額に０．９を乗じて得た額は、１５９，０４

８円である。一方、第１類の基準額②の世帯合計額を逓減率

の表に定める率②を乗じて得た額と第２類の表の基準額②と

の合計額は、１５７，６０８円である。 

     そして、請求人ら世帯の基準生活費は、両者の額の高い方

であって、１０円未満の端数は切り上げて得た額となるから、

処分庁は、請求人らの世帯の基準生活費を一月当たり１５９，

０５０円と認定したものと認められる。 

   ウ  続いて、請求人ら世帯の住宅扶助費については、請求人ら

は都営住宅に居住しているところ、住宅使用料通知書によれ

ば、その使用料は月額３７，８００円であり（１・⑷・ウ）、

処分庁は、住宅扶助費は一月当たり３７，８００円と認定し

たものと認められる。 

   エ  さらに、請求人世帯の医療扶助費について、処分庁は、各

領収書を基に、医療機関に対する自己負担額の申請前過去３

か月分の平均額から、医療扶助費は一月当たり１４，９３６

円であると認定したものと認められる。 

     なお、保護の要否を判定するに当たり、処分庁が、最低生

活費における医療扶助費の算定に当たり、医療機関に対する

自己負担額の申請前過去３か月分の平均額をもって認定した

ことは、上記１・⑹及び⑻に示すところからして、妥当な処

理であると認められる。 

     一方、処分庁の上記認定を精査したところ、算定対象に申

請前過去３か月（平成２９年３月分ないし５月分）に先立つ

同年２月６日の医療機関に対する自己負担額（１，４２０円）

が含まれており、同日分の自己負担額を除算して求められる

自己負担額の申請前過去３か月分の平均額は、１４，４６３
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円となると認められる。 

   オ  以上イないしエの算定結果から、処分庁は、請求人ら世帯

の最低生活費を２１１，７８６円と認定したことが認められ

るが、上記エに示したところから、正しくは２１１，３１３

円となると認められる。 

  ⑵ 請求人ら世帯の収入について 

   ア  まず、世帯員らの各収入申告書からは、妻及び長男には収

入が認められないので、請求人の各給与明細書を基に、請求

人の収入について検討する。 

   イ  平成２９年３月分において、給与収入額は２９０，３６４

円と認められるところ、各種経費として、健康保険料１６，

９３２円、介護保険料２，６８６円、厚生年金保険料３０，

９０９円、所得税２，５５０円、雇用保険料１，１６１円及

び通勤費１０，２１７円が認められ、さらに別表控除２２，

７６０円が認められることから、処分庁は、２０３，１４９

円を同月の収入充当額として認定したものと認められる。 

   ウ  平成２９年４月分において、給与収入額は３３７，２０７

円と認められるところ、各種経費として、健康保険料１６，

８４７円、介護保険料２，８０５円、厚生年金保険料３０，

９０９円、所得税４，１６０円、雇用保険料１，３４９円及

び通勤費１２，６２１円が認められ、さらに別表控除２２，

７６０円が認められることから、処分庁は、２４５，７５６

円を同月の収入充当額として認定したものと認められる。 

   エ  平成２９年５月分において、給与収入額は３０３，１３５

円と認められるところ、各種経費として、健康保険料１６，

８４７円、介護保険料２，８０５円、厚生年金保険料３０，

９０９円、所得税２，９８０円、雇用保険料９０９円及び通

勤費１０，２１７円が認められ、さらに別表控除２２，７６
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０円が認められることから、処分庁は、２１５，７０８円を

同月の収入充当額として認定したものと認められる。 

   オ  以上アないしエの算定結果から、処分庁は、請求人ら世帯

の過去３か月間を平均して得られる収入充当額を２２１，５

３７円と認定したことが認められる。 

  ⑶  以上⑴及び⑵の算定結果から、上記１・⑸に示すところによ

り保護の要否を判定すると、収入充当額（２２１，５３７円）

が最低生活費（２１１，３１３円）を１０，２２４円上回って

いることが認められるから、請求人による本件保護申請は認め

ることができないという結論に至る。 

    したがって、処分庁による本件処分には違法又は不当な点は

なく、請求人の主張を認めることはできない。 

    なお、上記⑴エ及びオに示すとおり、処分庁が、最低生活費

のうち医療扶助費の算定において、違算を行っていることが認

められるが、当該違算により保護の要否の判定が覆るものでは

なく、したがって、本件処分には、処分を取り消すべき重大な

瑕疵があるということはできない。 

 ３  本件処分通知書の記載について検討すると、同通知書には「平

成２９年６月１日付で申請された生活保護法による保護（介護扶

助）については」との記載があり、この「（介護扶助）」という

表記が無用なものであったことは明らかである。また、同通知書

中の「収入充当額を」という表記は本来「収入充当額が」とすべ

きものであったことも明らかである。処分庁としては、このよう

な表記のミスを反省し、再発防止に取り組むべきである。 

   他方、このような表記のミスが本件処分を取り消すべき瑕疵と

なるかどうかを検討すると 、まず、本件処分通知書の表題には

「保護申請却下通知書」とあり、申請者たる請求人の住所・氏名

の表記とともに、請求人による申請を却下するものであること、
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また、本件処分の理由欄には、保護要否判定を行った結果、収入

充当額が最低生活費を上回り保護を要しない旨の記載があること

から、本件処分通知書はその記載全般から判断すれば、処分庁に

よる、請求人による本件申請（請求人ら世帯に対する生活扶助）

を認めることはできない、という意思決定を表明し、通知するも

のであると理解することが可能であり、そう解することが合理的

であって、その点を考慮すれば、本件処分通知書における表記の

ミスが本件処分を取り消すべき瑕疵となるとまでいうことはでき

ない。 

   また、請求人は、生活保護基準の引き下げにより生存権（日本

国憲法２５条）を侵害されたと主張するが、その趣旨は、現行法

令に基づく保護基準そのものに不服を申し立てているものと理解

されるところ、行政機関である審査庁は、現行の法令を所与のも

のとした上で、審査請求に対する判断を行うことをその職分とす

るものであるから、現行法令に基づく保護基準そのものの適否を

判断する立場にはないといわざるを得ない。 

 ４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名）  

 外山秀行、渡井理佳子、羽根一成  

 

 


